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「指定居宅介護支援」重要事項説明書

 

当事業所はご契約者に対して、指定居宅介護支援サービスを提供します。事業所の概要や提供

されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要介護」と認定された方々が対

象となります。要介護認定をまだ受けていない方でもサービスの利用は可能です。
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１．事業者 

（１）法 人 名  社会福祉法人 すかい 

（２）法人所在地  日光市小佐越８－３ 

（３）電 話 番 号  ０２８８－２５－６６１３ 

（４）代表者氏名  理事長 神 内 昭 一 

（５）設立年月日  昭和５９年１２月１２日 

２．事業所の概要 

（１）事業所の種類  居宅介護支援事業所 

令和 ２年 ４月 １日指定 日光市 0970600813号 

（２）事 業 の 目 的 指定居宅介護支援は、介護保険法令に従い、ご契約者が居宅にお

いてその有する能力に応じ、可能な限り自立した日常生活を営むこ

とができるように配慮することを目的としたサービスを提供します。 

（３）事業所の名称  居宅介護支援事業所 すかいの郷 

（４）事業所の所在地  日光市倉ケ崎新田１４３－１ 

（５）電 話 番 号  ０２８８－２５－７１００ 

（６）事業所の管理者 山 本  修 

（７）事業所の運営方針 

事業所の介護支援専門員等は、ご契約者の心身の特性を踏まえて、可能な限りその有す

る能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、生活全般にわたる居宅介護の支

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

（日光市指定 第 0970600813 号） 
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援を行います。事業にあたっては、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービスとの綿

密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとします。 

（８）開設年月日    令和 ２年 ４月 １日 

（９）事業所が行っている他の業務 

当事業所では、次の事業も併せて実施しています。 

[特定介護老人福祉施設]  平成３０年 ４月 １日指定 栃木県 0970600797号 

[（介護予防）短期入所生活介護] 平成３０年 ４月 １日指定 栃木県 0970600797号 

（10）通常の事業の実施地域  日光市全域 

（11）営業日及び営業時間 

営 業 日 
月曜日～土曜日 

（日曜日及び１２月２９日から１月３日は休業） 

営業時間 

午前８時３０分～午後５時３０分（但し当事業所は２４時間連絡可能な体

制をとっているため営業時間外も連絡先として 0288-25-7100 で対応しま

す） 

３．職員の体制 

当事業所では、ご契約者に対して指定居宅介護支援サービスを提供する職員として、以下の

職種の職員を配置しています。 

職  種 常勤（兼任） 非常勤 業務内容 

管 理 者 １名 ０名 介護支援員専門員と兼務 

介護支援専門員 4名 ０名 

４．当事業所が提供するサービスと利用料金 

（１）サービスの内容

①居宅サービス計画の作成

②居宅サービス計画に基づくサービス提供の進行管理

③居宅サービス計画に基づくサービス提供事業者に対する苦情の受付、処理

④その他居宅サービス計画の達成に必要な事項

（２）サービスに係る当事業所の義務 

①サービス提供における、公正中立の確保について

利用者やその家族は、計画書に位置付けるサービス事業所について、複数のサービ

ス事業者の紹介を求めることができ、当該サービス事業者を計画書に位置付けた理由

を求めることができます。 

②入院時の医療機関との連携について

医療との連携強化のため、入院時には居宅介護支援担当者の氏名等を入院先医療機

関に提供していただくようお願いいたします。

③利用者が医療系サービス希望する場合について 

利用者が医療系サービスを希望する場合は、利用者の同意を得て主治医等の意見を

求めます。その場合において、当該居宅サービス計画を主治医等に交付します。また、 
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指定居宅サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を受けたときは、利用者の口腔に関する

問題や服薬状況その他の利用者の心身又は生活に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の

同意を得て主治医、歯科医師又は薬剤師に提供します 

（ 3 ）利用料金 

※要介護認定を受けられた方は、(1)の料金は介護保険から全額給付されますので、自

己負担はありません。 ただし、ご契約者に保険料の滞納がある場合は、ご契約者

より全額料金をいただき、当事業者が発行するサービス提供証明書 

をもって後日払戻しとなる場合があります。 

※滞納の期間によっては、全額ご契約者のご負担となる場合もあります。

【居宅介護支援費】 

① 要介護１・２・・・・・・・・・・・１,０８６単位／月

② 要介護３・４・５・・・・・・・・・１,４１１単位／月

【加算料金】 

①入退院時や退院・退所時に、病院等と利用者に関する情報共有等を行った場合。また、

加えて医療機関等における医療会議に担当職種が参加した場合の有無。 

入院時情報連携加算（Ⅰ）・・・ ２５０単位／月（入院日の当日に情報提供）

入院時情報連携加算（Ⅱ）・・・ ２００単位／月（入院日の翌日又は翌々日に情報提供） 

退院・退所加算（Ⅰ）・・・・・ ４５０単位／月（１回目医療会議に参加 無）

退院・退所加算（Ⅰ）・・・・・ ６００単位／月（１回目医療会議に参加 有）

退院・退所加算（Ⅱ）・・・・・ ６００単位／月（２回目医療会議に参加 無）

退院・退所加算（Ⅱ）・・・・・ ７５０単位／月（２回目医療会議に参加 有）

退院・退所加算（Ⅲ）・・・・・ ９００単位／月（３回目医療会議に参加 有）

②新規に居宅サービス計画を策定した場合及び要介護状態区分の 2 段階以上の変更認定

を受けた場合 

初回加算・・・・・・・・・・・・・３００単位／月 

③緊急時病院又は診療所の求めにより、情報共有を行った場合

緊急時等居宅カンファレンス加算・・２００単位／月 

④死亡日及び死亡目前１４日以内に２日以上在宅の訪問等を行った場合 

ターミナルケアマネジメント加算・・４００単位／月

⑤利用者が医療機関の診察を受ける際に介護支援専門員が同席し、医師等に対して当該 

 利用者の心身、生活状況等の必要な情報提供を行い居宅サービス計画に記録した場合 

 通院時情報連携加算・・・・・・・・・５０単位／月

⑥一定の基準を事業所が満たす場合 

特定事業所加算(Ⅱ)・・・・・・・・421単位／月 

※ 利用料金は、居宅介護支援費と加算料金の合計単位数に地域区分７級地１単位の単

価（１０．２１円）を乗じた額となります。

（４）その他の費用

交通費 前記２の（10）のサービスを提供する地域にお住まいの方は、無料です。 

解約料 無料 
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５．サービスの利用方法 

（１）サービスの利用開始

当事業所職員がお伺いし契約を締結した後、サービスの提供を開始します。

（２）サービスの終了（解約）

①お客様の都合で

終了する場合
文書でお申し出くだされば、いつでも解約できます。 

②当事業所の都合

で終了する場合

 人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させて

いただく場合がございます。その場合は、終了１ヶ月前までに文書で

通知するとともに、地域の他の居宅介護支援事業所をご紹介いたしま

す。 

③自動終了

１．ご契約者が介護保険施設に入所した場合。 

２．ご契約者の要介護認定区分が自立（非該当）と認定された場合。 

３．ご契約者がお亡くなりになった場合。 

④その他

 ご契約者やその家族等が当事業所や当事業所の介護支援専門員に

対して契約を継続しがたいほどの背信行為を行った場合は、文書で通

知することにより、即座にサービスを終了させていただく場合がござ

います。 

６．秘密保持義務 

  事業者及びその従業者は、正当な理由が無い限り、業務上知りえた利用者及びその家族に関

する事項をもらしません。また、この守秘義務は、契約終了後も同様とします。 

  業務を行うにあたって、利用者及びその家族に関する個人情報を用いる必要がある場合には、

その個人情報を用いようとする者の事前の同意を書面にて得なければ、使用することができな

いものとします。 

7． 虐待防止 

虐待は、契約者（利用者）の尊厳の保持や人格の尊重に深刻な影響を及ぼすため、事業所は虐

待防止のために必要な措置を講じます。 

・虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について事業所内で周

知徹底します。

・虐待防止のための指針を整備します。

・虐待防止のための研修会を定期的に実施します。

・虐待防止責任者を設置します。

・虐待防止に関する責任者 ： 管理者  山本 修 
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8． ハラスメント対策 

・事業者は、適切な居宅介護支援の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動

又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより職

員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化 等の必要な措置をします。

・契約者（利用者）様、ご家族様または身元保証人等からの事業所やサービス従事者、その他関

係者に対して故意に暴力や暴言等の法令違反、その他著しく常識を逸脱する行為を行った場合

は、サービスのご利用を一時中止及び契約を廃止させていただく場合があります。

9． 感染症の予防及びまん延防止 

事業所は感染症の発生と、まん延を防止するために必要な措置を講じます。 

・事業所における感染症の予防とまん延防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し

ます。

・感染症及びまん延の防止のための指針の整備をします。

・感染症及びまん延の防止の為の研修会及び訓練を定期的に実施します。

10．緊急時等の対応方法 

  訪問調査等の際にご契約者の容態の急変、その他緊急を要する事態等があった場合は、事前

の打ち合わせにより主治医、救急隊、親族等へ連絡をいたします。 

火災・事故発生・利用者の容態の急変等

○消防署
（救急車等の手配）
○主治医
○警察署

市町村 利用者の家族等

報告

対応指示等

発見者管理者

報告 連絡

通報
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11．相談・苦情の受付けについて 

（１）当事業所における苦情の受付 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

また、苦情受付ボックスを設置しています。 

〇苦情解決責任者  施設長 岩原 真 

○苦情受付窓口 担当者 山本 修 

電 話 ０２８８－２５－７１００ 

ＦＡＸ ０２８８－２５－７１０９ 

○受 付 時 間  ２の（11）の営業日及び営業時間内 

〇第三者委員 星野和代（法人委嘱） 連絡先０２８８－５４－１８０８ 

 鴇田妙子（法人委嘱） 連絡先０２８８－９３－２２９３ 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

日光市健康福祉部高齢福祉課 

介護サービス係 

所 在 地  日光市今市本町１番地 

電話番号  ０２８８－２１－５１００ 

Ｆ Ａ Ｘ  ０２８８－２１－５１０５ 

栃木県国民健康保険団体連合会 

所 在 地  宇都宮市本町 3番 9号栃木県本町合同ビル内６階 

電話番号  ０２８－６４３－２２２０  

Ｆ Ａ Ｘ  ０２８－６２２－７２８１ 

栃木県運営適正化委員会 

所 在 地  宇都宮市若草 1-10-6とちぎ福祉ﾌﾟﾗｻﾞ内 

電話番号  ０２８－６２２－２９４１ 

Ｆ Ａ Ｘ  ０２８－６２２－２３１６ 

（３）苦情・相談等の対応について 

サ ー ビ ス 利 用 者

苦情・相談
助言・解決

市町村・国保連等 苦情受付機関

報告・協議
調査・指示

苦情・相談 苦情・相談の受付

内容の確認・記録

利用者との話し合い

サービス事業者

利用者・苦情解決責任者・第三者委員

助 言

調 査

斡 旋

解 決
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令和  年  月  日 

 指定居宅介護支援事業の提供開始にあたり、本書面に基づいて重要な事項及び別紙 1の説 

明しました。 

事 業 者  所在地 栃木県日光市倉ケ崎新田１４３－１ 

名 称 居宅介護支援事業所 すかいの郷

（説明者） 

介護支援専門員 

氏 名 ㊞ 

私は、本書面により事業者から居宅介護支援事業についての重要事項の説明を受け、その

内容に同意し、これを受領いたしました。 

利 用 者  住 所

氏 名 ㊞ 

代 理 人  住 所

  氏 名 ㊞ 




